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研究成果の概要（和文）：本研究では民間経済活動と両立可能で経済厚生を高める財政運営のあり方を中長期的
視点で理論・実証分析した。とくに、財政健全化政策がもたらすマクロ、ミクロの政治経済効果にも留意しつ
つ、効率的で公平で持続可能な財政健全化戦略を考察した。具体的には、各国の政府財政における税、歳出、財
政赤字などの財政指標をミクロ、マクロの両レベルで評価し、財政運営の政治経済効果や財政の持続可能性を定
性的、定量的に検証することで、少子高齢化、グローバル化、財政赤字累増社会における望ましい財政健全化戦
略を導出した。

研究成果の概要（英文）：This project investigated empirically and theoretically the desirable fiscal
 management which should be consistent with private economic activities and enhance economic welfare
 from the long-run viewpoint. Particularly, we analyzed efficient and equitable fiscal consolidation
 strategy, which is sustainable in a political economy. We first evaluated fiscal indicators of tax,
 public expenditure and fiscal deficit, and then the economic effect of fiscal management and fiscal
 sustainability qualitatively and quantitatively. By doing so, we derived the optimal fiscal 
consolidation strategy in an aging society. We also consider the economic effect of fiscal 
consolidation in a global world with public debt accumulation.

研究分野： 財政学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
我が国の財政状況は悪化している。しかも、単なる不況期の財政悪化にとどまらず、構造的に公債残高の累増が
続いている。こうした我が国の危機的な財政状況を踏まえて、望ましい財政健全化戦略を分析することは、学術
的に有意義であると共に、政策的な意義も大きい。特に、これから経済成長の低迷に直面しながら､増加する高
齢者世代を支える若い世代や将来世代にとって、彼らの利害もきちんと考慮した研究とそれに基づく政策提言を
考察するのは有益である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
我が国の財政状況は悪化している。単なる不況期特有の財政悪化にとどまらず、中長期の経済低

迷や少子高齢化など構造的要因を背景に公債残高の累増が続いており、財政や社会保障制度の

持続可能性に重大な懸念が生じている。こうした我が国の危機的な財政状況を踏まえ、歳出の効

率化や税収の確保を実現する財政健全化の必要性は高まっている。しかし、我が国の現実を見る

と、財政健全化のマイナス要因ばかりが注目され、健全化の達成は容易でない。厳しい政治経済

社会環境下での望ましい財政健全化戦略を研究することは、学術的に有意義であると共に、政策

的な意義も大きい。特に、これから経済成長の低迷に直面しながら､増加する高齢者世代の社会

保障需要を支える若い世代や将来世代にとって、彼らの利害もきちんと考慮した財政健全化戦

略とそれを実現させるための政策提言を研究するのは重要である。 
 
２．研究の目的 
本研究では民間経済活動と両立可能で経済厚生を高める財政健全化のあり方を中長期的視点で

理論・実証分析する。とくに、財政健全化政策がもたらすマクロ、ミクロの政治経済効果に留意

しつつ、効率的で公平で持続可能な財政健全化戦略を考察する。具体的には、（1）各国の政府財

政における税、歳出、財政赤字などの財政指標の経済効果をミクロ、マクロの両レベルで評価す

る。（2）予算編成や財政運営の政治経済効果や財政の持続可能性を定性的、定量的に検証する。

（3）少子高齢化、グローバル化、財政赤字累増の社会における望ましい財政健全化戦略を導出

する。その際に、ゲーム論や政治経済学の手法も取り入れて、財政破綻リスクへの対応、時間に

関する整合性や制度の持続可能性を重視すると共に、国際環境、政府間財政にも留意することで、

財政健全化戦略のあり方を包括的に考察する。 
 
３．研究の方法 
理論的な方法としては、公共経済学、マクロ経済学、政治経済学などでの研究成果を踏まえた

様々なモデル分析を活用する。具体的には、主に以下の 3点になる。 

（1）公共経済学を用いた研究では、公共財の波及効果を考慮する自発的供給モデルを予算編成

過程や財政健全化プロセスに適用し、予算編成において財政健全化努力が先送りされる誘因を

分析するとともに、世界の金融市場で財政破綻リスクが国際的に波及する可能性を明示的に考

慮して、財政健全化の国際的影響を分析する。すなわち、予算編成を政治経済学で分析すると、

各国政府は国内での利益団体による先送り現象やただ乗り誘因をもつ。また、財政破綻リスクが

国際的に波及する可能性を考慮すると、国際的には他国の財政健全化を必ずしも歓迎しないメ

カニズムも存在する。こうした難点の理論的帰結とそれを克服する内在的な仕組みを検討する。 

（2）マクロ経済学を用いた分析では、新古典派モデルとケインズモデルの 2 つの異なるモデル

を比較検討し、財政運営がマクロ経済に及ばす定性的かつ定量的な効果を研究する。現代経済学

で標準とされている動学不均衡マクロモデル（DSGE）のミクロ的基礎はかならずしももっともら

しいとも言えない。本研究では統計物理学的な新しい手法でのマクロ経済学も用いて、財政政策

の効果、特に景気循環プロセスを安定化させる政策の意義と限界を考察する。また、国際比較を

用いて、財政政策が景気安定化の機能を適切なタイミングで実施できているかを検証すること

で、財政健全化政策のメリットとデメリットを研究する。 

（3）政治経済学の視点で重要となる財政課題は、財政健全化戦略における政府間財政の役割で

ある。本研究では、地方政府や公営企業などの様々な経済主体の利益獲得要因を明示することで、



政府間財政制度､公営企業や社会保障制度に密接に関連する政治的要因が政府間財政運営に与え

る効果を考察する。こうした理論分析では、必ずしも定性的な結果を得られないケースも多く、

その場合は、関数型などを特定化した数値解析で理論的結果の特徴を検討する。 

また、主な実証分析は以下の 2つである。 

（4）政治経済学的な要因を明示的に考慮した理論モデルの分析結果を受けて、各経済主体や利

益団体、中央と地方の政府間相互依存関係などが財政制度を通じて民間経済活動に影響するあ

り方を実証的に研究する。また、ソフトな予算制約の実態とその改善手法を検証する。 

（5）国際比較の視点で複数の異なる財政指標を数量化して、財政運営の決定メカニズムを実証

分析するとともに、社会保障費、地方への交付金、公共事業費、教育費、防衛費など各歳出項目

別の経済効果も実証分析し、それらに内在する非効率、不公正さを考察する。 

これらの理論・実証分析を総合的に考察することで、我が国の財政健全化戦略のあり方を包括的

に研究する。 

 
４．研究成果 
主要な分析課題に分けて、本研究の主な成果をまとめる。 
（1）予算編成の理論分析 
政府内で現在と将来の 2期にわたって予算を決定する主体（プリンシパル）と予算を支出する主
体（エージェント）との間で目的が異なるとき、どのような予算配分が行われるか理論分析を行
った。プリンシパルとエージェントとの間に存在し得る非対称情報や異時点間で異なる政府投
資の代替/補完関係に着目した。すなわち、現在と将来の投資が代替的であれば、エージェント
は現在の予算の一部を私的な目的に使うことで、将来により多くの予算を獲得できるが、将来の
財政制約はエージェントの私的流用を防止する効果がある。また、日本のような補正予算編成を
想定すると、マクロ・ショックなどのリスクに備えるため、プリンシパルが設定する予算の上限
が最適な水準を超えた過大なものになることを示した。これらの分析結果は、不確実性がない場
合にシーリングのような財政制約はエージェントに対する有効なインセンティブとなるが、不
確実性が存在する場合にはシーリングが効果的に機能しない可能性を示唆している。 
 
（2）財政健全化誘因の理論分析 
財政破綻リスクに直面する政府が財政健全化戦略を実施する状況を想定し、財政破綻の規模や
その発生確率を誤認することが、どのような影響をもたらすかを数値計算と理論分析により研
究した。理論モデルでは、財政破綻が生じる状況で、発生確率と発生した場合の損害を健全化努
力や発生後の歳出によって改善できると想定した。望ましくない事態の発生確率を下げる歳出
や望ましくない事態における損害を軽減する歳出を政府が増やす場合、他の既得権を削減する
必要があるため、様々な利益団体の合意が必要になる。こうした状況を想定すると、ナッシュ均
衡では、利益団体のただ乗り行動の結果、財政破綻への備えが最適な水準と比べて過小になり、
健全化努力への誘因が損なわれてしまう。これを克服するには、何らかの外的な(例えば、憲法
など法的な)制約が必要になる。また、政治家には意図的に財政破綻リスクを過小評価する誘因
もあるから、こうした誤認を解消することが健全化に寄与することも指摘できた。 
 
（3）財政健全化努力と国際関係の分析 
本研究では、（2）のモデルを財政破綻が波及効果を持つ 2国モデルに拡張し、各国政府が財政破
綻リスクの損害の程度やその発生確率を誤認すると何が起こるのかを検討した。損害を過小に、
損害発生確率を過大に予想すると、ナッシュ均衡として世界全体で最適な財政健全化努力が実
現する場合があることを示した。すなわち、財政健全化が国際的なプラスの波及効果を持つケー
スでは、財政破綻リスクに直面する国民に対して、損害は少なめに、損害の発生確率は高めに伝
えることが、2国全体としては最適なリスク管理をもたらす可能性があることを示した。 
 
（4）増税に抵抗する国際圧力の分析 
財政健全化の有力な手段である増税は、国際的な環境では実施されにくい。とくに法人税の場合
は、国際的な課税競争の圧力がある。本研究ではこの課税競争における資本税設定の内生的な順
序選択の問題を分析した。従来の分析は、２ケ国モデルの内生的タイミング調整モデルが中心で
あり、同時手番が部分ゲーム完全均衡として必ず選ばれるという結論が得られている。本研究で
は、税の協調を行うグループとそれ以外の国の内生的なタイミング選択を考察している。その結
論によれば、逐次手番が部分ゲーム完全均衡として選ばれる可能性がある。 
この理論的な帰結から、近年の EU におけるデジタル税の導入をめぐってイギリス、フランス、
イタリアなどが単独でデジタル税をすばやく提案している一方で、EU全体（あるいは EU内の拘
束力の高い協調）あるいは OECD の政策決定が遅れていることを理論的に説明できる。したがっ



て、法人税の増税のみならず(最近のグローバル化で人の移動が容易になってきた)個人所得税
の増税も、課税競争の圧力を考慮すると､閉鎖経済の場合よりも障害が大きくなる。この点を克
服するメカニズムとして、本研究では国際協調の意義と限界を分析した。 
 
（5）政府間財政の理論・実証分析 
① 財政指標と政府間財政 
財政健全化戦略は政府間財政にも大きく関わる。複数の異なる政府の財政指標を数量化して、こ
うした財政指標の経済効果を実証分析した。とくに、社会保障費、地方への交付金、公共事業費、
教育費、など各歳出項目別に、政府間財政の視点でその経済効果も実証分析し、それらに内在す
る非効率、不公正さを考察した。 
たとえば、地方への補助金をより効率化し、削減するには、コンパクトシティーを推進すること
が有力な手段であるが、こうした試みは必ずしも成功していない。本研究では、土地の利用規制
や市町村合併がコンパクトシティーの形成に与える影響を分析した。コンパクトシティーが生
み出す効果として、自治体財政、地価、住民の移動距離や移動時間、健康に与える効果を想定し、
それらがどの程度財政健全化に寄与したのか、また、今後寄与できるのかを考察した。本研究は、
中央政府から地方政府への補助金がソフト化している現状を踏まえて、よりハードな予算制約
の方向へ地方への補助金のあり方を再検討することが、望ましい財政健全化戦略に不可欠であ
ることを示唆している。 
 
② 公的企業改革 
公的企業は民間企業に比べて費用を削減するインセンティブが弱い。実際，公的企業の従業員は
民間企業に比べ仕事の割に給与水準が高い一方、トップの経営陣は逆に民間の方が厚遇されて
いる。本研究ではこのような給与体系と経営陣のインセンティブの関係を説明する政治経済モ
デルを開発した。そこでは，公的企業が提供するサービスの価格と経営者の給与水準が別々に決
定され、それぞれの決定に影響力を行使する政治家が選挙で選ばれる。分析の結果，有権者間の
所得分配が不平等であるほど、公的企業の経営者の給与水準が民間に比べて低下することが明
らかになった。経営者が費用削減を行っても、サービスの価格を引き下げるだけで、給与の上昇
には繋がらない。それが公的企業の生産性の低さを産み出している。政府部門全体として効率的
なサービス供給を目指すならば、トップの公務員に対して意思決定の責任の重大さも反映した
民間よりも高い給与体系とより良いインセンティブの仕組みが求められる。 
 
（6）マクロ経済学での分析 
財政の役割、財政政策の効果、財政赤字の評価など、財政にかかわるマクロ経済問題をどのよう
に考えるかは、マクロ経済モデルにも依存する。戦後 1970 年頃までは、マクロ経済学はケイン
ズ経済学と同義であり、財政についての考え方も、基本的にケインズ経済学のフレームワークに
基づくものだった。しかし 1970 年代以降、マクロ経済学はルーカスによる「合理的期待革命」
などを経て大きく変貌した。代表的な消費者や企業の最適化を明示的に考慮したミクロ的基礎
づけをもつとされる現代のマクロ経済学は、新古典派的なマクロ経済学である。当然のことなが
ら、新古典派的なフレームワークに基づく財政学は、ケインズ経済学的なそれとは異なる。そこ
では、そもそも財政赤字の経済効果はそれほど重要視されず、財政健全化への戦略も有効な分析
ができていない。本研究ではこの点を批判的に検証した。 
本研究では、スタンダードな現代マクロ経済学、すなわち新古典派経済学のミクロ的基礎づけは
正しいミクロ的基礎づけではないという考えに基づき、統計物理学的な方法に基づく新しいア
プローチを考察した。理論的な成果として、ミクロ的基礎づけを欠くと言われるケインズ経済学
こそが統計物理学的な意味での正しいミクロ的基礎づけをもつものであることを明らかにした。
さらに、このモデルを財政健全化問題に適用して、日本のような財政悪化国にとって、財政再建
が重要な課題であることを検証した。 
実証分析としては、①我が国における DSGE モデルを用いた支出拡大・減税政策の検討、②テ
キストマイニングによって作成した財政不安指数を用いた VAR による財政政策の有効性の検討、
③求人票個票データを用いた、東北被災地復興事業の民間雇用クラウディングアウト効果に関
するサバイバル分析、等の実証研究を実施した。その結果、財政規律を重視しない積極的な財政
政策のマクロ経済効果が総じて限定的であり、効率的で公平な財政健全化政策でマクロ経済が
マイナスの影響を受ける効果は大きくないことが示された。 
さらに、財政健全化とマクロ財政運営の関係を考えるとき、景気対策としての財政拡大のタイミ
ングを定量的に分析することも重要である。そこで、本研究では OECD から取得した 1995Q1～
2016Q4 までの途上国を含む 44 カ国の四半期データを用いて、財政拡大の景気対抗機能に関する
実証分析を行った。この結果、政府が政策決定時に利益団体の影響を受けるという意味で政府機
能が脆弱であるほど、財政政策の景気対抗機能は弱くなり、適切なタイミングでの景気安定化政
策が実施されない可能性が高いことが明らかとなった。 
 
（7）高齢化の政治経済分析 
① 高齢化要因のマクロ経済分析 
高齢化によって高齢世代の政治的影響力が高まる中，政府の公債発行が物価水準にもたらす影



響を，物価水準の財政理論を用いて分析した。高齢化は通時的な財政政策を通じて 2つの相反す
る影響を物価水準にもたらす。１つはいわゆる「シルバー民主主義」の文脈で論じられるように、
将来世代に負担を転嫁し、財政の維持可能性を危うくするという効果であり、物価水準の財政理
論にしたがえば、この効果は現在の物価水準を引き上げることになる。高齢化のもう１つ重要な
点は、とくに日本の高齢化が予期しないレベルで進行し、社会保障人口問題研究所の将来予測が
何度となく改訂されてきた点である。予期しない寿命の長期化は高齢者が十分な資産を持たず
に老後を迎えることを意味しており、彼らの影響力を無視できない政府は、現時点でむしろ物価
水準を引き下げるような財政政策を実施することを余儀なくされる。本研究ではこれら２つの
相反する効果を理論モデルで定式化した上で、実際に日本のデータに当てはめ、過去 40 年間で
高齢化は年率約 0.6％のデフレをもたらしてきたという計測結果を得た。 
 
② 高齢化要因と予算編成の分析 
人口高齢化が政治過程を通して政府の予算配分に与える影響について、実証分析を行った。地域
人口が高齢化し、若い世代の政治的影響力が弱まれば、教育やインフラへの投資が減少する一方、
分配的支出が増加することが予想される。社会保障制度を通じた分配的支出の増大は、日本の公
的債務残高の累増と強く関連している。ただし、人口構成が政策選択に与える影響が制度的要因
に依存するならば、人口高齢化の影響は国によって異なるはずである。 
本研究は日本の都道府県レベル、アメリカの州レベルのパネルデータを使って国際比較を行い、
日本よりも統治構造が分権的なアメリカでは、人口高齢化による投資的支出の減少が日本ほど
顕著でないことを確認した。実証分析の結果を検証すると、その要因として、地方分権が進んだ
アメリカで、地域ごとの多様な政策が住民の「足による投票」を生じさせていることが考えられ
る。たとえば、活発な地域間人口移動は若年世代が現在居住する地域のインフラ投資への要望を
弱めるので、人口高齢化が公的物的資本投資の削減につながらない。また、コロナ禍で活用が進
んだデジタル技術が、「足による投票」メカニズムをより良く機能させ、また、中央政府に地方
分権の欠点を補完するよう促すことが期待されることを検証した。 
 
（8）財政健全化戦略と所得格差の研究 
これまで公的な社会保障支出の再分配効果は多くの研究で実証されてきたが、社会保障サービ
スの規模は単に政府部門からどれだけの給付が拠出されているかによって測れるものではない。
1つには、とくに北欧諸国を中心として、公的年金等が所得税の課税ベースに参入されたり、付
加価値税を負担したりして給付の一部を政府が取り戻していることがある。もう 1つは、とくに
米国を中心として、民間ベースで年金や医療保険の給付がなされ、政府が減税措置などによって
それを促していることがある。OECD は、このような課税による給付調整や民間ベースでの社会
保障サービスの提供を考慮した純社会保障支出の統計を 1990 年代から報告しており、サンプル
サイズもかなり充実してきた。 
本研究ではこの新しい社会保障サービスの概念を用いて、その再分配効果を実証した。その結果、
容易に予想されるように、公的な社会保障供給は不平等を抑制する効果があるが、民間ベースの
社会保障供給は逆に不平等を助長する効果を持っていることが明らかになった。日本では累積
した政府債務を背景に、今後は公的サービスから民間での社会保障サービスの供給にある程度
シフトしていくことが予想される。それにともなって不平等の拡大が予想されるため、再分配税
制の強化などによって、こうした格差拡大にも対応していくことが重要になる。 
 
（9）望ましい財政健全化戦略 
厳しい財政状況と今後の少子高齢化社会で想定される社会保障需要の増大、その一方で経済の
低迷も長引くことが予想される中で、増税と歳出削減を伴う財政の健全化は避けられない課題
である。本研究の各種の研究成果を総合すると、財政健全化には以下の点が重要と思われる。 
① 財政再建努力を途中で再決定しないようなコミットメントの強い法的枠組みが必要である。

景気が低迷しているからといって、安易に積極的な補正予算編成などに偏らない環境を整備
する必要がある。 

② 国際的に見ると、他国には財政規律を求めない方が自国はそれにただ乗りする誘因が大きく
なる。財政健全化の実効性を高めるには国際的に拘束力のある協力体制も求められる。 

③ 財政破綻リスクを的確に判断することも重要である。悪い事態を過小評価する誘因が政治家
や現在世代の有権者には存在するので、そうした利害関係者とは独立した財政評価機関の活
用が有効である。 

④ 政府間財政におけるソフトな予算制約の弊害をなくすには、中央政府から地方政府への補助
金を、財政規律に見合ったハードな予算制約で実施すべきである。 

⑤ 消費増税や社会保障給付の効率化などの財政健全化で、短期的には弱者が損失を被る可能性
がある。真の弱者を特定できる体制を構築し、彼らにきちんと手当を給付することも、財政
健全化を進める上で有効になる。 
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